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内容（目次）

ｐ３～ｐ７
建設リサイクル法の届出概要
（建設リサイクル法届出対象となる工事、届出様式の記載方法
等）

ｐ８～ｐ９
その他
（建築基準法第１５条第１項に係る建築物除却届について）
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建設リサイクル法で届出が必要となる工事
【建設リサイクル法第９条、第１０条】
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対象建設工事の種類 規模の基準
・建築物の解体 延床面積 ８０ ㎡

・建築物の新築・増築 延床面積５００ ㎡

・建築物の修繕・模様替（リフォーム等） 請負金額 １億円

・建築物以外の工事（土木工事等） 請負金額５００万円

・次の規模以上の工事で特定建設資材（※）が使用されているか、
または使用するもの

※特定建設資材とは・・
①コンクリート
②コンクリート及び鉄からなる建設資材
③木材
④アスファルトコンクリート

注：公共工事の場合は、
建設リサイクル法１１条の規定
により、通知が必要となる。
（通知が必要となる工事は、
届出が必要となる工事と同じ）



届出時期と届出窓口
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・届出時期・・・工事に着手する日の７日前までに届出書の提出

具体的に・・・水曜日に工事着手をする場合は、その１週間前の水曜日までに
届出書の提出が必要となる

・届出窓口・・・下表のとおり

建築物

① 津市、四日市市、鈴鹿市、
桑名市、松阪市内

当該市役所 担当課

② ①以外の地域 建設事務所 建築開発室、又は
総務・管理・建築室 建築開発課

伊賀市、名張市、亀山市内
の４号建築物が対象の場合

当該市役所 担当課
（ただし、県の許可を必要とする
建築物を除く）

建築物
以外

① 津市、四日市市、鈴鹿市、
桑名市、松阪市内

当該市役所 担当課

② ①以外の地域 建設事務所 事業推進室 工事統
括課

【法第１０条、県要綱第３条】



届出に必要な添付図書など
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書 類 名 説 明

①届出書 省令様式（国の様式）

②別表１～３のうち
いずれか

省令様式（国の様式）
※工事種別により対応する別表を添付

・解体工事 → 別表１
・新築等工事 → 別表２
・建築物以外の工事 → 別表３

③案内図 工事現場が特定できる地図
（工事現場を赤色で明示）

④設計図等 a.かb.のうちいずれかの図書
a.配置図、2面以上の立面図、各階平面図
b.建築物の状況が分かる２面以上のカラー写真

⑤工事の概略工程表 届出書５欄に記入できない場合（様式は任意）

⑥委任状 届出を委任する場合は必要（県要綱にて様式を規定）



作成上等の注意点
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・提出が必要な部数は原則１部

・工事着手前に限って、届け出た内容に変更が生じた場合は
変更届出の手続きが必要（工事着手日の7日前までに、変更届
の提出が必要）

・県要綱第５条により別表（１～３とも）の備考欄には特定建設資材
廃棄物別に搬入を予定している再資源化等を行う事業者名の
記入が必要

・石綿（アスベスト）が含有されている建設資材が使用された
建築物の解体工事では、別表１に記載するとともに、
大気汚染防止法、石綿障害予防規則により別途届出等が必要
（環境部局へ確認）
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備考欄に、特定
建設資材廃棄
物別に搬入を予
定している再資
源化等を行う事
業者名を記入

石綿（アスベスト
）・フロンが使用
されている場合は
『有』にチェックを
入れる。またそれ
ぞれ別法令によ
り規制がかかる



建築基準法による建築物除却届について
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【建築基準法第１５条】

床面積が10㎡を超える建築物の除却工事を行う場合は、その
旨を届け出なければならない。

概要

・届出窓口・・・工事を行う住所地の市町担当窓口
（県が所管する地域についても提出時に
当該市、町の書類経由が必要なため）

・必要な書類・・原則、届出書（1部）のみ

※除却後、続けて新築工事等を行う場合は、
建築工事届（新築工事等を行う場合に必要な届出）の中に記載し、
建築主から届け出ることとなる
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～おわり～


